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市第４号議案 

   地方税法第 314 条の７第１項第４号に掲げる寄附金を受 

け入れる特定非営利活動法人を指定するための基準、手 

続等に関する条例の一部改正 

 地方税法第 314 条の７第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる

特定非営利活動法人を指定するための基準、手続等に関する条例の

一部を改正する条例を次のように定める。 

   令和３年５月21日提出 

                 横浜市長 林   文 子 

横浜市条例（番号） 

   地方税法第 314 条の７第１項第４号に掲げる寄附金を受 

け入れる特定非営利活動法人を指定するための基準、手 

続等に関する条例の一部を改正する条例 

 地方税法第 314 条の７第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる

特定非営利活動法人を指定するための基準、手続等に関する条例（

平成24年６月横浜市条例第32号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１項中「第 314 条の７第３項」を「第 314 条の７第12項

」に改め、同条第３項中「横浜市報に公告し、又は」を削り、「利

用」の次に「その他の規則で定める方法」を、「書類」の次に「（

同項第１号に掲げる書類については、これらに記載された事項中、

個人の住所又は居所に係る記載の部分を除いたもの）（第２号にお

いて「特定添付書類」という。）」を加え、「１月間」を「２週間

」に改め、同項第２号を次のように改める。 

(2)  特定添付書類に記載された事項 

第３条に次の１項を加える。 
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４ 前項の規定による公表は、指定があったとき又は次条第１項の 

 規定による指定のために必要な手続を行わないことを決定したと 

 き若しくは指定がなされないこととなったときまでの間、行うも 

のとする。 

 第４条第１項第６号中「これ」を「当該書類（これらに記載され

た事項中、個人の住所又は居所に係る記載の部分を除いたもの）」

に改める。 

 第５条中「第 314 条の７第３項」を「第 314 条の７第12項」に改

める。 

 第10条に次の１項を加える。 

４ 指定特定非営利活動法人は、前項の請求があった場合において

同項に規定する書類を閲覧させるときは、同項の規定にかかわら

ず、これらに記載された事項中、個人の住所又は居所に係る記載

の部分を除くことができる。 

 第12条に次の１項を加える。 

８ 指定特定非営利活動法人は、前項の請求があった場合において

同項に規定する書類を閲覧させるときは、同項の規定にかかわら

ず、これらに記載された事項中、個人の住所又は居所に係る記載

の部分を除くことができる。 

第13条第１項中「事業報告書等及び前条第２項各号に掲げる書類

（当該指定特定非営利活動法人が横浜市認証法人である場合にあっ

ては、同項各号に掲げる書類）を」を「横浜市認証法人である場合

にあっては前条第２項各号に掲げる書類（資産の譲渡等に係る事業

の料金、条件その他その内容に関する事項以外の事項を記載した書

類に限る。以下この項において同じ。）を、横浜市認証法人以外で
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ある場合にあっては事業報告書等及び同項各号に掲げる書類を、そ

れぞれ」に改める。 

第14条中「これ」を「これらの書類（これらに記載された事項中

、個人の住所又は居所に係る記載の部分を除いたもの）」に改める

。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年６月９日から施行する。ただし、第３条

第１項及び第５条の改正規定は、公布の日から施行する。 

（指定の申出等に関する経過措置） 

２ この条例による改正後の地方税法第 314 条の７第１項第４号に 

掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人を指定するための

基準、手続等に関する条例（以下「新条例」という。）第３条第

３項の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）

以後に同条第１項の申出書の提出があった場合について適用し、

施行日前に同項の申出書の提出があった場合については、なお従

前の例による。 

（書類の提出に関する経過措置） 

３ 新条例第13条第１項の規定は、指定特定非営利活動法人が施行

日以後に開始する事業年度において提出すべき書類について適用

し、指定特定非営利活動法人が施行日前に開始した事業年度にお

いて提出すべき書類については、なお従前の例による。 

  

   提 案 理 由 

 指定特定非営利活動法人に係る書類の公表等に際し個人の住所又
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は居所に係る記載の部分を除くこととする等のため、地方税法第31 

4 条の７第１項第４号に掲げる寄附金を受け入れる特定非営利活動

法人を指定するための基準、手続等に関する条例の一部を改正した

いので提案する。 
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 参  考  

   地 方 税 法 第 314 条 の ７ 第 １ 項 第 ４ 号 に 掲 げ る 寄 附 金 を 受 

け 入 れ る 特 定 非 営 利 活 動 法 人 を 指 定 す る た め の 基 準 、 手 

続 等 に 関 す る 条 例 （ 抜 粋 ） 

                     上 段  改 正 案 
                    (下 段  現  行) 

（ 指 定 の 申 出 等 ） 

        第 314 条 の ７ 第 12 項 
第 ３ 条  地 方 税 法          の 規 定 に よ る 申 出 を し よ う と 
        第 314 条 の ７ 第 ３ 項 

す る 特 定 非 営 利 活 動 法 人 は 、 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 次 に 掲

げ る 事 項 を 記 載 し た 申 出 書 を 市 長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 

   （ 第 １ 号 か ら 第 ５ 号 ま で 及 び 第 ２ 項 省 略 ）          

３  市 長 は 、 第 １ 項 の 申 出 書 の 提 出 が あ っ た と き は 、 遅 滞 な く 、 そ 

                         
の 旨 及 び 次 に 掲 げ る 事 項 を            イ ン タ ー ネ ッ 

             横 浜 市 報 に 公 告 し 、 又 は 

     そ の 他 の 規 則 で 定 め る 方 法 
 ト の 利 用             に よ り 公 表 す る と と も に 、 前 
 

                （ 同 項 第 １ 号 に 掲 げ る 書 類 に つ 
項 第 １ 号 及 び 第 ２ 号 に 掲 げ る 書 類 

 

 い て は 、 こ れ ら に 記 載 さ れ た 事 項 中 、 個 人 の 住 所 又 は 居 所 に 係 る 
 

記 載 の 部 分 を 除 い た も の ） （ 第 ２ 号 に お い て 「 特 定 添 付 書 類 」 と 
 

い う 。）                ２ 週 間 
     を 、 当 該 申 出 書 を 受 理 し た 日 か ら    、 規 則 で 定 め る 
                    １ 月 間         

 と こ ろ に よ り 、 公 衆 の 縦 覧 に 供 し な け れ ば な ら な い 。 

   （ 第 １ 号 省 略 ） 

   特 定 添 付 書 類 に 記 載 さ れ た 事 項               
(2)   

      申 出 に 係 る 特 定 非 営 利 活 動 法 人 の 名 称 、 代 表 者 の 氏 名 及 び 主 

                           
  た る 事 務 所 の 所 在 地 並 び に そ の 定 款 に 記 載 さ れ た 目 的 

４  前 項 の 規 定 に よ る 公 表 は 、 指 定 が あ っ た と き 又 は 次 条 第 １ 項 の 
 

 規 定 に よ る 指 定 の た め に 必 要 な 手 続 を 行 わ な い こ と を 決 定 し た と 
 

 き 若 し く は 指 定 が な さ れ な い こ と と な っ た と き ま で の 間 、 行 う も 
  

の と す る 。 
 

37



市第４号 

（ 指 定 の た め に 必 要 な 手 続 を 行 う 基 準 等 ） 

第 ４ 条  市 長 は 、 前 条 第 １ 項 の 申 出 書 を 提 出 し た 特 定 非 営 利 活 動 法 

人 が 次 に 掲 げ る 基 準 に 適 合 す る と 認 め る と き は 、 当 該 特 定 非 営 利 

活 動 法 人 に つ い て 、 指 定 の た め に 必 要 な 手 続 を 行 う も の と す る 。 

   （ 第 １ 号 か ら 第 ５ 号 ま で 省 略 ） 

 (6)  次 に 掲 げ る 書 類 に つ い て 閲 覧 の 請 求 が あ っ た 場 合 に は 、 正 当 

               当 該 書 類 （ こ れ ら に 記 載 さ れ た 事 
  な 理 由 が あ る 場 合 を 除 い て 、 
               こ れ 

  項 中 、 個 人 の 住 所 又 は 居 所 に 係 る 記 載 の 部 分 を 除 い た も の ） 
                                                                        を 
                              

主 た る 事 務 所 又 は 市 内 の 事 務 所 の う ち 当 該 閲 覧 の 請 求 を し た 者

が 選 択 し た 事 務 所 （ 市 内 の 事 務 所 が な い 場 合 に あ っ て は 、 主 た

る 事 務 所 。 以 下 同 じ 。） に お い て 閲 覧 さ せ る こ と 。 

   （ ア 、 イ 、 第 ７ 号 か ら 第 10 号 ま で 、 第 ２ 項 及 び 第 ３ 項 省 略 ） 

（ 合 併 特 定 非 営 利 活 動 法 人 に 関 す る 適 用 ） 

                     第 314 条 の ７ 第 12 項 
第 ５ 条  前 ２ 条 に 定 め る も の の ほ か 、 地 方 税 法 
                     第 314 条 の ７ 第 ３ 項 

 の 規 定 に よ る 申 出 を し よ う と す る 特 定 非 営 利 活 動 法 人 が 合 併 後 存 

 続 し た 特 定 非 営 利 活 動 法 人 又 は 合 併 に よ っ て 設 立 し た 特 定 非 営 利 

 活 動 法 人 で 第 ３ 条 第 １ 項 の 申 出 書 を 提 出 し よ う と す る 事 業 年 度 の 

 初 日 に お い て そ の 合 併 又 は 設 立 の 日 以 後 １ 年 を 超 え る 期 間 が 経 過 

 し て い な い も の で あ る 場 合 に お け る 前 ２ 条 の 規 定 の 適 用 に 関 し 必 

 要 な 事 項 は 、 規 則 で 定 め る 。 

 （ 役 員 の 変 更 等 の 届 出 及 び 事 業 報 告 書 等 の 閲 覧 ） 

第 10 条  （ 第 １ 項 か ら 第 ３ 項 ま で 省 略 ） 

４  指 定 特 定 非 営 利 活 動 法 人 は 、 前 項 の 請 求 が あ っ た 場 合 に お い て 
 

 同 項 に 規 定 す る 書 類 を 閲 覧 さ せ る と き は 、 同 項 の 規 定 に か か わ ら 
 

 ず 、 こ れ ら に 記 載 さ れ た 事 項 中 、 個 人 の 住 所 又 は 居 所 に 係 る 記 載 
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 の 部 分 を 除 く こ と が で き る 。 
 

（ 申 出 書 の 添 付 書 類 及 び 役 員 報 酬 規 程 等 の 備 置 き 等 及 び 閲 覧 ） 

第 12 条  （ 第 １ 項 か ら 第 ７ 項 ま で 省 略 ） 

８  指 定 特 定 非 営 利 活 動 法 人 は 、 前 項 の 請 求 が あ っ た 場 合 に お い て 
 

 同 項 に 規 定 す る 書 類 を 閲 覧 さ せ る と き は 、 同 項 の 規 定 に か か わ ら 
 

 ず 、 こ れ ら に 記 載 さ れ た 事 項 中 、 個 人 の 住 所 又 は 居 所 に 係 る 記 載 
 

 の 部 分 を 除 く こ と が で き る 。 
 

（ 役 員 報 酬 規 程 等 の 提 出 ） 

第 13 条  指 定 特 定 非 営 利 活 動 法 人 は 、 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 

         横 浜 市 認 証 法 人 で あ る 場 合 に あ っ て は 前 条 第 ２ 
 毎 事 業 年 度 １ 回 、 
         事 業 報 告 書 等 及 び 前 条 第 ２ 項 各 号 に 掲 げ る 書 類 

 項 各 号 に 掲 げ る 書 類 （ 資 産 の 譲 渡 等 に 係 る 事 業 の 料 金 、 条 件 そ の 
 （ 当 該 指 定 特 定 非 営 利 活 動 法 人 が 横 浜 市 認 証 法 人 で あ る 場 合 に あ 

 他 そ の 内 容 に 関 す る 事 項 以 外 の 事 項 を 記 載 し た 書 類 に 限 る 。 以 下 
 っ て は 、 同 項 各 号 に 掲 げ る 書 類 ） を 

 こ の 項 に お い て 同 じ 。） を 、 横 浜 市 認 証 法 人 以 外 で あ る 場 合 に あ 
 

 っ て は 事 業 報 告 書 等 及 び 同 項 各 号 に 掲 げ る 書 類 を 、 そ れ ぞ れ 
                            市 長 
 

 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 同 項 各 号 に 掲 げ る 書 類 に あ 

 っ て は 、 既 に 市 長 に 提 出 さ れ て い る 当 該 書 類 の 内 容 に 変 更 が な い 

 と き は 、 そ の 旨 を 記 載 し た 書 面 を 提 出 す る こ と を も っ て 、 当 該 書 

 類 の 提 出 に 代 え る も の と す る 。 

   （ 第 ２ 項 か ら 第 ４ 項 ま で 省 略 ） 

（ 役 員 報 酬 規 程 等 の 公 開 ） 

第 14 条  市 長 は 、 指 定 特 定 非 営 利 活 動 法 人 か ら 提 出 を 受 け た 第 ３ 条

第 ２ 項 第 １ 号 若 し く は 第 ２ 号 に 掲 げ る 書 類 、 事 業 報 告 書 等 、 第 12

条 第 ２ 項 各 号 に 掲 げ る 書 類 若 し く は 同 条 第 ３ 項 若 し く は 第 ４ 項 の

書 類 （ 過 去 ５ 年 間 に 提 出 を 受 け た も の に 限 る 。） 又 は 役 員 名 簿 若 

 し く は 定 款 等 に つ い て 閲 覧 又 は 謄 写 の 請 求 が あ っ た と き は 、 規 則 

39



市第４号 

            こ れ ら の 書 類 （ こ れ ら に 記 載 さ れ た 事 項 
 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 
            こ れ 

 中 、 個 人 の 住 所 又 は 居 所 に 係 る 記 載 の 部 分 を 除 い た も の ） 
                           を 閲 覧 
  

 さ せ 、 又 は 謄 写 さ せ な け れ ば な ら な い 。 
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